
概

事業区分 □ 自治事務

施

   □ 法定受託 

策

  □ その他
今後の

名

方向性 □ 縮小　□ 

商

改善 底上げにおいて重

工

要な役割を果たしてい

業

るため、さらにＭ-ス

・

テの周知を強化し、引

新

き続き中小企業者の課

産

題解
（改善措置等）□

業

 休止　□ 終了 決を

基

図る。
計画対象 ■ 実

本

施計画査定対象  □

目

 行政改革対象 
□ 

標

廃止　　　　 

※決算

交

額については、端数処

流

理により、他資料の決

と

算額と差異が生じてい

賑

る場合もあります。

わいのあるまち

要 施策の

No. 事務事業

目

名 活動内容 コスト（事

的

業費：千円）

市単独事

企

業費補助金 令和　２年

業

度 令和　３年度 令和　

の

３年度 令和　４年度 令

経

和　２年度 令和　３年

営

度 令和　３年度 令和　

力

４年度
活動指標名 単位

の

実績 計画 実績 計画 決算

強

当初予算 決算 当初予算

化

全体事業概要
①

小口資

と

金利用者の数 件 30 5

魅

2 50
経営安定を図る

力

ため資金繰りや創業時

あ

の経済負担の軽
減を支

る

援するため小口資金等

商

の利用者に対し、借入

店

資 0 29,180 16

街

,804 28,540

づ

金の一部を補給する。

く

②
短期経営改善資金利

り

用者 件 15 25 20
創

を

業等経営支援特別対策

進

資金利子補給補助金、

め

経済変 の数
動特別対策

、

資金利子補給補助金な

新

ど 令和　５年度の優先

た

度

③2 　□ Ａ　　　

な

 □ Ｂ　　　 □ 

産

Ｃ　　　 □ Ｄ　

不

業

況により経営が不安定

や

となっている企業を支

特

援し、中小企業の経営

産

の安定化が図られた。

品

■ 計画どおり   

の

令和　３年度
□ 遅延

創

         
の

出

評価
□ 進展なし  

を

   

■ 維持　□ 

図

拡大 新型コロナウイル

り

ス感染症や原油価格・

、

原材料の高騰により企

産

業の経営安定には資金

業

融資が必要となってい

を

る。
事業区分 □ 自治

活

事務   □ 法定受

性

託   □ その他
今

化

後の方向性 □ 縮小　

さ

□ 改善 今後も経済状

せ

況を見据えて支援措置

る

を行う。
（改善措置等

こ

）□ 休止　□ 終了

と

計画対象 ■ 実施計画

。

査定対象  □ 行政

施

改革対象 
□ 廃止　

策

　　　 

の方向 良好な経営基盤の確保

商工会議所と連携し、事業者にとって効果的な事業の推進を図ることができた。
■ 計画どおり   

令和　３年度
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 引き続き商工会議所や関係支援機関と連携体制の強化を図り、中小企業者等を支援していく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

No. 事務事業名 活動内容 コスト（事業費：千円）

市単独事業費補助金（商工観光課） 令和　２年度 令和　３年度 令和　３年度

1

令和　４年度 令和　２

頁

年度 令和　３年度 令和

令

　３年度 令和　４年度

和

活動指標名 単位
実績 計

 

画 実績 計画 決算 当初予

3

算 決算 当初予算
全体事

年

業概要
①

みしま経営支

度

援ステーシ 件 3,08

　

0 3,174 3,09

　

0
市内の産業振興やに

事

ぎわい創出等を目的に

務

、事業者等 ョン相談件

事

数
に対して補助金を交

業

付することにより、市

評

内経済の活 0 44,1

価

98 48,942 43

表

,030
性化を図る。

（

②
経営革新計画承認件

個

数 件 233 235 24

票

7
中小企業経営革新事

）

業費補助金、空き店舗

課

対策事業費
補助金など

名

令和　５年度の優先度

産

③1 　□ Ａ　　　 

業

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

文

　　　 □ Ｄ　

商工

化

会議所と連携し、みし

部

ま経営支援ステーショ

商

ン（Ｍ-ステ）の周知

工

を図り、相談件数が前

観

年より増加した。
■ 

光

計画どおり   
令和

課

　３年度 事業承継や創

作

業支援等の支援事例な

成

ど成果も出ており、引

日

き続きM-ステ連携会

令

議等を通して関係支援

和

機関と連携
□ 遅延 

　

        
の評

４

価 体制の強化を図る。

年

□ 進展なし    

　

 

■ 維持　□ 拡大

８

みしま経営支援ステー

月

ション（Ｍ-ステ）は

　

、毎年目標を上回る相

５

談件数があり、市内中

日

小企業者の産業競争力


